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2はじめに

◼ 需給調整市場検討小委員会（以下、「小委員会」と言う。）については、需給調整市場運営に万全を期すため、
調整力の調達・運用の考え方、調整力必要量の考え方、商品設計等の見直しを検討することを目的に、有識者や
関係事業者が参加する形で、本委員会の下に設置された審議会である。

◼ 需給調整市場は、2024年4月より全商品取引を開始（全面運開）したものの、全商品において募集量に対する
応札量・約定量の未達が発生し、小委員会のみならず、制度検討作業部会や制度設計・監視専門会合といった
審議会においても様々な対応を検討してきたところ。

◼ 他方、2025年度開始当初も未達状態は継続しており、昨年度に引き続き施策や検討を継続している状況であり、
今回、2025年度における需給調整市場を取り巻く検討状況や整理状況、取引実績ならびに2026年度において
検討すべき課題の方向性についてご報告する。

◼ また、第60回小委員会（2026年3月3日）において、一般社団法人送配電網協議会殿より、次期中給システム
開発に関する最新の検討状況の報告が実施されており、本資料の別添として本委員会に共有させていただく。



3（参考） 需給調整市場検討小委員会について

出所）第1回需給調整市場検討小委委員会（2018年2月23日）資料2-2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/1.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/1.html


4（参考） 需給調整市場の商品導入スケジュール

年度 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028以降

一
次

運用
広域運用

（周波数変換装置を含む直流設備を除く）

調達 調整力公募 広域調達（週間） 広域調達（前日）

二
次
①

運用 エリア内運用 広域運用

調達 調整力公募
エリア内調達

（週間）
エリア内調達

(前日)
広域調達（前日）

二
次
②

運用 エリア内運用 広域運用

調達 調整力公募 広域調達（週間） 広域調達（前日）

三
次
①

運用

調達 調整力公募 広域調達（週間） 広域調達（前日）

三
次
②

運用 広域運用

調達
調整力
公募

広域調達（前日）

▼広域運用開始

▼広域調達開始

▼広域運用開始

▼広域運用開始

▼広域調達開始

▼広域調達開始

▼広域運用開始

▼調達開始 ▼広域調達開始※

段階的
広域運用

段階的
広域運用

▼広域調達開始

※一般送配電事業者による二次①の広域運用が実現可能となったうえで、2027年度からの広域調達を目指す



5目次

1. 2025年度の検討状況

2. 2025年度の取引実績

3. 2026年度以降の検討すべき課題の整理

（参考）需給調整市場に関する審議会動向（課題検討状況）

（参考）要件変更等のスケジュール



6目次

1. 2025年度の検討状況

2. 2025年度の取引実績

3. 2026年度以降の検討すべき課題の整理

（参考）需給調整市場に関する審議会動向（課題検討状況）

（参考）要件変更等のスケジュール



7需給調整市場における課題一覧 【2025年度実績】

◼ 2025年度においては、前年度から引き続き、足元の応札不足対応を中心に市場外調整力（自然体余力）や、
緊急時調整力の見直し（EPPS動作期待等）による募集量の控除をはじめとし、将来的な一次調整力のΔkW
マージンの取扱いの方向性や、変動性再エネの活用方法に関する整理を実施した。

◼ 加えて、2026年度から開始される現週間商品の前日取引化や、機器個別計測の導入といった制度変更に向けた
対応や関連する準備についてもフォローアップを実施した。

赤太字：検討完了
橙太字：方向性の検討完了
緑 字：継続検討

商品 No 課題 詳細

一次
1-1
1-2

広域調達
機器個別

2027年度（二次①広域調達開始）以降の広域調達の在り方
一次の先行導入の検討

二次① 2-1 広域調達 2027年度からの広域調達の検討

二次②

三次①

三次② 5-1 必要量 2025年度事後検証・2026年度事前評価および必要量低減の取り組み

複合商品 6-1 一次アセスメント 一次のみのアセスメント方法の検討

共通

7-1
7-2
7-3
7-4
7-5

緊急時調整力
専用線
再エネ活用
2026年度対応
機器個別

緊急時（電源脱落）の調整力の調達方法
低コスト方式の拡大
将来の変動性再エネの調整機能の活用方法
2026年度からの制度変更に向けた対応・準備（週間商品の前日取引化等）
機器点電圧「特高」と機器点容量1,000kW以上の取扱い

応札不足
8-1
8-2
8-3

揚水発電
制度的措置
市場外調整力

揚水発電所の市場活用における課題整理（揚水公募等）
制度的措置に係る残論点の整理
市場外調整力の実態調査および募集量からの控除検討



8論点整理 [一次] 赤太字：検討完了 緑字：継続検討
橙太字：方向性の検討完了 青字：検討再開条件

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

1-1

1ルート連系
エリアにおける
広域調達可否
と開始時期

✓ 交流連系されている
エリアにおいて広域
調達を実施

✓ 将来的にはΔkW
マージンを廃止する
方向

✓ 取引実績（広域調達実績）を踏まえた
一次ΔkWマージンの廃止時期の検討

✓ 一次ΔkWマージンの取扱いについて整理

✓ 供給面および運用容量の各制約要因において、
基本的には一次ΔkWマージンを廃止する方向

✓ 廃止時期は、取引実績を踏まえて改めて整理

1-2
機器個別計測
における一次の
先行導入可否

✓ 2026年度の制度
開始時点において
は早期導入不可

✓ 一次は需給調整市場でのkWh精算がな
いため、次世代スマメの設置を待たずして
他の商品に先駆けて市場できる可能性

✓ アセスⅡ前の妥当性確認に用いるデータと
それを一送に連携する仕組みの整理

✓ 一送が事後的にアクセスした場合であってもタイ
ムスタンプ等によりデータの信頼性が担保でき、
現状の妥当性確認にも整合したデータを提供
できれば暫定的な運用として先行導入を認める

✓ 開始時期は、運営等に関する取り扱いも含め、
需給調整市場の取引規程類を改定後

【第56回 本小委員会（完了）】

【第59回 本小委員会（完了）】



9論点整理 [二次①] 赤太字：検討完了 緑字：継続検討
橙太字：方向性の検討完了 青字：検討再開条件

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

2-1
2027年度から
の広域調達に向
けた検討

✓ まずは広域運用がで
きることを確認した上
で広域調達を実施

✓ 取引実績を踏まえた広域調達の在り方



10論点整理 [二次②、三次①] 赤太字：検討完了 緑字：継続検討
橙太字：方向性の検討完了 青字：検討再開条件

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性



11論点整理 [三次②] 赤太字：検討完了 緑字：継続検討
橙太字：方向性の検討完了 青字：検討再開条件

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

5-1

2025年度事
後検証・2026
年度事前評価
および必要量低
減の取り組み

✓ アンサンブル予測開
始

✓ 効率的な調達開始

✓ 取引単位時間30
分化開始

✓ 更なる気象精度向上の取り組み

✓ 更なる必要量低減の取り組み
（信頼区間幅を活用した手法の検討）

✓ 三次②必要量の将来的な算定の方向性として、
信頼度階級予測と信頼区間幅予測を併用した
手法を提案。今後、詳細について、各TSOとも
連携しながら検討する

✓ 2025年度事後検証および2026年度事前
評価を実施

【第58回 本小委員会】

【第59回 本小委員会（完了）】



12論点整理 [複合商品] 赤太字：検討完了 緑字：継続検討
橙太字：方向性の検討完了 青字：検討再開条件

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

6-1
一次のみの
アセスメント方法
の検討

✓ 一次を含めて許容
範囲を設定

✓ 複合された応動から一次の応動のみを切り
出したアセスメントの方法



13論点整理 [共通]（１／２） 赤太字：検討完了 緑字：継続検討
橙太字：方向性の検討完了 青字：検討再開条件

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

7-1

緊急時（電源
脱落）対応の
調整力確保方
法

✓ 再エネ余剰時はポン
プに持ち替え、ΔkW
約定リソースを停止

✓ ポンプ遮断の要件を
整理

✓ EPPS考慮による必要量見直しの検討

✓ 早期の（簡易的な）対応方法の検討

✓ EPPS動作量（固定分600MW）については、
緊急時対応調整力から控除可能の見通し

7-2
低コスト方式の
専用線の拡大
可否

✓ 10MW未満かつ上位
2電圧以外は電柱方
式可

✓ 電柱方式の拡大

7-3
将来の変動性
再エネ調整機能
の活用方法

✓ 変動性再エネの調整
機能の活用を目指す

✓ 対象は市場連動型の
FIP電源

✓ 技術面の課題

✓ 制度面の課題（市場への応札）

✓ 市場参加促進として、現行制度におけるリソース種
別ごとの具体的な市場参加方法と市場取引の対
価性を整理

✓ 今後も引き続き、課題検討を進める

7-4

2026年度の制
度変更に向けた
確認・準備（週
間商品の前日
取引化等）

✓ 週間商品の前日取
引化および30分化

✓ 機器個別計測
（群管理含む）

✓ 各制度開始に向けた確認

✓ 2026年度からの変更点

✓ 機器個別計測に関して、2026年度時点では、
まず次世代スマメが設置された低圧機器点が
全商品においてリスト・パターンにて市場参入可
（低圧受電点に関しては全商品が参入可）

✓ 週間商品の前日取引化に関して、前日化以降、
複合商品の調達量判断の閾値を10%とする

✓ 三次②必要量については、複合商品の調達量
に応じて控除量を使い分ける運用を開始する

【第55回 本小委員会（完了）】

※健全側への影響を考慮し、控除後の下限値は600MW

【第56回 本小委員会】

【第57回 本小委員会（完了）】

【第58回 本小委員会（完了）】



14論点整理 [共通]（２／２） 赤太字：検討完了 緑字：継続検討
橙太字：方向性の検討完了 青字：検討再開条件

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

7-5

2026年度以
降の機器個別
計測に向けた課
題

✓ 2026年度の制度開
始以降に向けた論点

✓ 次世代の分散型電
力システムに関する検
討会とも連携

✓ 機器点電圧「特高」の取扱い

✓ 機器点容量1,000kWの取扱い

✓ 機器個別計測の対象リソースの選定

✓ 機器点電圧「特高」については、低圧・高圧同様
にIoTルートでのデータ連携を採用、参入時期は
次世代スマメ設置及び託送システム等の改修が
完了後（2027年度以降、エリア別順次）

✓ 機器点容量1,000kW以上リソースの入札単位
は、リスト・パターン（簡易指令）とし、指令方法
は「出力変化量指令」とする。また、対象上限を
10万kW未満とし、余力活用電源を締結してい
る受電点以下のリソースは対象外とする

✓ 容量市場における発動指令電源の扱いとしては、
計測点の違い等を踏まえ、「発動指令を優先し、
速やかに代替不可申請を行うこと」を条件として、
機器点での参入可とする

【第59・60回 本小委員会（完了）】



15論点整理 [応札不足]

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

8-1
揚水発電所の
市場活用におけ
る課題整理

✓ 揚水公募量の控除
方法やポンプアップ
原資の確保方法の
対応案の整理

✓ 契約価格の在り方

✓ 池全体の水位管理の在り方

8-2
制度的措置に
係る残論点の
整理

✓ 制度的措置に関す
る基本的な考え方
や個別論点を整理
（技術面の検討）

✓ 2026年4月からの
導入は見送る方向
【第103回TF】

✓ 誘導的措置の検討漏れ確認

✓ 将来シナリオ想定

✓ システム改修等費用の回収可否

✓ 今後の市場状況等により導入検討再開
【第103回TF】

✓ 現時点で浮き彫りとなっている論点（誘導的措
置の検討漏れ含む）の技術面の検討は完了

✓ 2024年度の応札状況等過去実績を踏まえると、
楽観シナリオのみの想定は難しいため、技術的な
観点からは何らかの形（強度）で制度的措置の
導入検討を進めることが重要

✓ システム改修等費用の回収が困難な電源群につ
いては、事業者に非合理的な金銭的損失を与え
る可能性があるため、措置の対象外とする方向

8-3

市場外調整力
の実態調査およ
び募集量からの
控除検討

✓ 需給調整市場非参
入電源の自然体余
力（領域②）は、
現状、大宗のエリア
でほぼゼロ

✓ 需給調整市場参入電源における余力

✓ 控除できる蓋然性

✓ 自然体余力（領域①②）を分析

✓ 取引状況に応じて再度検討
（控除量・控除期限等）

✓ 火力リソースは「市場売れ残り」、「契約要因」を
控除対象とし、揚水リソースは池水位（kWh）
制約を考慮した控除量の考え方を整理（控除量
としては対象となる自然体余力の1σ相当値）

✓ 控除開始は準備が整ったエリアから順次導入とし、
控除期限は共に前日取引化により一定程度解消
が見込まれるため、まずは2026年3月迄

【第54回 本小委員会】

※ 揚水随契による控除とは重複しないように控除

【第56回 本小委員会（完了）】

赤太字：検討完了 緑字：継続検討
橙太字：方向性の検討完了 青字：検討再開条件



16（参考）[一次] （課題1-1）
一次調整力の広域調達の在り方（ΔkWマージンの取扱い）

出所）第56回需給調整市場検討小委員会（2025年6月3日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/56.html

2025年度の課題

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/56.html


17（参考）[一次] （課題1-2）
機器個別計測における一次の先行導入可否について

出所）第59回需給調整市場検討小委員会（2026年1月20日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/59.html

2025年度の課題

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/59.html


18（参考）[三次②] （課題5-1）
2025事後検証・2026事前評価および必要量低減の取り組み

出所）第59回需給調整市場検討小委員会（2026年1月20日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/59.html

2025年度の課題

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/59.html


19（参考）[共通] （課題7-1）
緊急時（電源脱落）の調整力の調達方法

出所）第55回需給調整市場検討小委員会（2025年4月15日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/55.html

2025年度の課題

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/55.html


20（参考）[共通] （課題7-3）
将来の変動性再エネの調整機能の活用方法について

出所）第56回需給調整市場検討小委員会（2025年6月3日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/56.html

2025年度の課題

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/56.html


21（参考）[共通] （課題7-4 ①）
2026年度からの制度変更に向けた対応・準備（前日取引化）

出所）第58回需給調整市場検討小委員会（2025年11月13日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/58.html

2025年度の課題

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/58.html


22（参考）[共通] （課題7-4 ①関連）
複合商品必要量の判断基準（閾値）の検討について

◼ 複合商品必要量の判断基準の検討について、第58回小委員会（2025年11月13日）では、2025年度上期
実績を諸元として試算を行い、「翌々日計画における広域予備率10%」を2026年度からの閾値にするとしていた。

◼ 今回、下期実績も追加し、2026年2月半ばまでを諸元として試算を行った結果も10%程度（10.1%）となった。

◼ この結果を踏まえ、2026年度以降（前日取引化以降）は、閾値10%を基本としつつ、今後の運用状況も踏まえ、
必要に応じて見直しを検討することとしたい。

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

不
足
イ
ン
バ
ラ

余
剰
イ
ン
バ
ラ

インバランス率※

(%)

※インバランス率＝∑（インバランス量の全国計）/∑（当日需要の全国計）

広域予備率
（全国１ブロック）

近似線

不足側
16%

●使用データ
・広域予備率

：前々日断面のエリア需要とエリア供給力をもとに、全国を1ブロックと
仮定した場合の広域的な予備率（諸元は広域機関公表値※）

※翌々日計画における沖縄を除いた9エリア需要と9エリア供給力
・当日需要
：当日断面の広域予備率算定時における需要（広域機関公表値）

・インバランス量
：インバランス料金単価算定根拠としての公表値（ICS公表値）

●データ粒度およびデータ対象期間等
・データ粒度：30分単位
・データ対象期間：2025.4～2026.2.14
・対象時間帯：0:00～24:00
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◼ 前日取引化の効果を更に高める（更なる広域調達の進展が期待できる）施策として連系線利用枠の拡大があり、
現在2027年3月の運用開始を目指しているところ。

◼ 元々は2026年度当初を目指していたところであったが、第51回本小委員会（2024年10月23日）でお示しした
とおり、改修規模の増大（ロジックの追加）等によって遅延が生じたものである。

◼ また、本ロジックの追加※1に伴い、広域機関の業務規程におけるマージンの記載についても変更※2を行う予定である。

出所）第51回需給調整市場検討小委員会（2024年10月23日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/51.html

※1 逆向き潮流を利用することで、ΔkWマージンが運用容量を超過する
可能性があるため、運用容量を超えて管理するロジックの追加

※2 ΔkWマージンが、運用容量を超えて管理する旨の記載変更が必要

（参考）[共通] （課題7-4 ①関連）
連系線利用枠の拡大の準備状況について

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/51.html


24（参考） 連系線利用枠の拡大について（追加ロジックの概要）

◼ 追加したロジックの概要としては、前日の需給調整市場でΔkW約定後、逆向き潮流を利用することで、運用容量を
超えるΔkWマージンの管理を可能とした。

◼ 空容量の扱いについては、現仕様からΔkWマージン分を減少させており、追加で管理可能となった領域についても、
従来どおり空容量から減少させることとなるため、現仕様から変更なし。

各種
マージン

(逆方向)

空容量
(逆方向)

運用容量
(逆方向)

0

計画潮流
（逆向き潮流）

各種
マージン※

(順方向)

運用容量
(順方向)

ΔkWマージン
（順方向）

【計画潮流が逆方向の場合】

ΔkWマージンが運用容量を超えて
管理できる仕様に改修

現仕様から変更なし

空容量
(順方向)

※ΔkWマージンを除く
現仕様から変更なし

改修前
ΔkWマージン
管理可能領域



25（参考）[共通] （課題7-4 ②）
2026年度からの制度変更に向けた対応・準備（機器個別計測）

出所）第57回需給調整市場検討小委員会（2025年9月26日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/57.html

2025年度の課題

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/57.html


26（参考）[共通] （課題7-5）
機器点電圧「特高」と機器点容量1,000kW以上の取扱い

出所）第59回需給調整市場検討小委員会（2026年1月20日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/59.html

2025年度の課題

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/59.html


27（参考）[共通] （課題7-5）
容量市場における発動指令電源の扱い（機器個別計測）

出所）第60回需給調整市場検討小委員会（2026年3月3日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/60.html

2025年度の課題

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/60.html


28（参考）[応札不足] （課題8-2）
制度的措置に係る残論点の整理（技術的な検討）

出所）第54回需給調整市場検討小委員会（2025年3月4日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/54.html

2025年度の課題

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/54.html


29（参考）[応札不足] （課題8-3）
市場外調整力の実態調査および募集量からの控除検討

出所）第56回需給調整市場検討小委員会（2025年6月3日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/56.html

2025年度の課題

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/56.html


30需給調整市場の応札不足対応一覧（１／３）

◼ 需給調整市場の応札不足対応に関しては、関連する審議会とも連携しながら、様々な対策を検討・実施している。

◼ これらについては全体像が複雑に絡み合っているため、今後の需給調整市場に関する大きな変化（2026年度から
の前日取引化、将来的な次期中給や同時市場システムの導入）も踏まえ、暫定的な対策か、恒久的な対策か、
また、時間が経てば解決する性質の課題かといった観点も踏まえて、下表のとおり整理を実施した。

対策 取組事項 詳細取組 想定されうる効果 審議会 2024 2025 2026 2027 ・・・ 備考

募
集
量
の
削
減

A.調達募集量
の見直し

A-a.一定割合による圧縮
（三次②）

調整力の調達未達抑制
【決定】

第93回TF

一定の競争原理が
働く状態になるまでは
継続予定

（付随）二次②・三次①
の追加調達一時中断

前日募集量削減による
三次②価格の高騰抑制

【決定】
第91回TF

前日取引化後は追加
調達の概念はなくなる

A-b.市場外調整力の控除 調整力の調達未達抑制
-【決定】-
第56回
本小委

建付けとしては、他案
と両立し得る対策

A-c.三次②の効率的調達
（必要量低減施策）

〃
【決定】

第94回TF
同時市場移行後も
取り得る考え方

A-d.複合市場商品の
募集量上限(1σ統一)

〃
【決定】

第110回
TF

今後の市場状況により
上限緩和もあり得る

B.揚水発電の
公募調達

B-a.揚水公募の検討
（運用主体をTSO）

①市場募集量の控除
②TSOが市場に応札

-検討中-
第94回

TF

随意契約の効果や
同時市場制度との
連続性踏まえ検討中

B-b.揚水随意契約
（中部エリアほか）

市場募集量の控除
【決定】

第94回TF
揚水公募の仕組みが
できるまでの処置

全商品の前日取引化 次期中給／(同時市場)

2024年
6/1～※

2024年
7/20～

2024年
7/1～

前日取引化以降
は②が望ましいか

①

2024年
５/1～

※ 2024年11月以降、新たな削減係数の考え方に見直し（第97回TF）

2026年度~



31需給調整市場の応札不足対応一覧（２／３）

対策 取組事項 詳細取組 想定されうる効果 審議会 2024 2025 2026 2027 ・・・ 備考

(

誘
導
的)

応
札
量
増
加

C. 価格規律
の見直し

C-a.起動費取り漏れ分の
事後精算※

※持ち下げ供出時における
ΔkW価格算定の検討も含む

需給調整市場への応札
インセンティブの増加

【決定】
第3回

制度監視

2026前日取引化で
解決が見込めるもの
ではない

D.一次・二次①
に関する並列
必須条件の
見直し

D-a.TSOによる代替ΔkW
確保

揚水リソースの一次・二次
①への供出障壁緩和

【決定】
第94回TF

前日取引化後もアセ
スメント違反や計画不
一致リスクは一定程度
残り得るため施策継続
（第108回TF）D-b.TSOによる揚発並列 〃

【決定】
第94回TF

D’.複数ユニット
持ち下げ供出
リスク対策

D'.一次・二次①が含まれる
商品のアセスメント緩和

一次・二次①の供出
インセンティブの増加

【決定】
第52回
本小委

2026前日取引化で
解決が見込めるもの
ではない

(

規
制
的)

応
札
量
増
加

E.需給調整
市場における
制度的供出
義務化

E.制度的措置の検討 応札量の増加
-検討中-
第103回

TF

2026年4月からの
導入は見送る方向
（技術的な検討は
概ね完了）

全商品の前日取引化 次期中給／(同時市場)

市場状況等に
応じて検討再開

2025年度～

◼ 応札量の増加に関しては、2026年度からの前日取引化により、週間に比べて応札余力の増加が見込まれるため、
一定程度解決が見込める（時間が解決する）とも考えられるが、潜在的には解決が見込まれない課題も存在する。

◼ また、制度的措置導入に関しては、第103回TF（2025年5月28日）にて、2026年度開始当初からの導入は
見送る方向としつつも、今後の市場状況等によっては検討を再開する方向性※が示された。

※ 将来的な同時市場の導入に向け、実務的な課題を洗い出す観点等を踏まえ、開始以前の時点で全電源の市場応札を求めていく方向性も示された。



32需給調整市場の応札不足対応一覧（３／３）

◼ 価格面（上限価格）の対応や、その他の取組事項については下表のとおり。

◼ これら（上限価格除く）は、調整力提供者目線で供出インセンティブ拡大となる（応札不足解消に資する）だけ
でなく、一般送配電事業者による再エネ余剰時の運用改善（それに伴う再エネ出力制御量の低減等）にも資する
取組みとなる。

対策 取組事項 詳細取組 想定されうる効果 審議会 2024 2025 2026 2027 ・・・ 備考

価
格
面
の
対
応

F.三次②上限
価格設定

F. 上限価格設定 三次②価格の高騰抑制
-検討中-
第92回

TF

市場退出や前日取引
化による応札の偏りに
留意が必要

F’.複合市場の
上限価格設定

F’. 上限価格設定
(一次・二次①・複合商品)

取引商品価格の高騰抑制
【決定】

第110回
TF

今後の市場状況により
上限値変更を判断

そ
の
他

異常時（電源
脱落）対応

異常時対応調整力の
商品要件の見直し

①市場を通じたポンプ応札
の経済的な調達、運用

（暫定対応からの昇級）
②EPPSの活用

【決定】
①第46回
②第55回
本小委

①再エネ余剰時は、
異常時対応必要量
に限り、ΔkW電源を
停止し、ポンプを認可
②固定600MW控除

GF機能と一次
要件の考え方の
乖離対策

一次供出可能量の見直し
一次供出可能量の増加
（調達量増加）

【決定】
第49回
本小委

一次のアセスメントⅡ
の見直しも併せて実施

新規リソースの
検討

変動性再エネの
調整力活用

調整力供出量の増加
-検討中-
第56回
本小委

調整力リソースと
なれば同時市場でも
活用可能

次期中給／(同時市場)

前日取引になれば、
予測誤差が小さくなり、
参入障壁も下がるか

②2025年 4/26分～

全商品の前日取引化

2025年度～

①手動対応
（ポンプ持ち替え）

①システム対応
（2026以降）

2026年度~
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1. 2025年度の検討状況

2. 2025年度の取引実績

3. 2026年度以降の検討すべき課題の整理

（参考）需給調整市場に関する審議会動向（課題検討状況）

（参考）要件変更等のスケジュール
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2025年度の取引実績（概要）

◼ 2025年度（～2026/2/14迄）の取引実績に関しては、昨年度より継続実施している応札不足への対応等に加え、
今年度においては、異常時（電源脱落時）対応調整力としてEPPS動作期待分の考慮や市場外調整力（自然
体余力）の控除、揚水の随意契約等を実施してきたところ。

◼ この点、全国大にみれば、一次調整力は依然として、募集量と応札量の乖離が見られるが、その他商品においては、
応札不足への対応等を通じて、一定の改善傾向も見受けられるところ。（二次①はまだ広域調達を実施していない）

＜二次②＞＜一次＞ ＜二次①＞

＜三次①＞ ＜三次②＞＜複合商品＞

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量・応札量は全8ブロック合計値
※30分コマ化に伴い三次②の募集量・応札量は全48コマ合計

※1 異常時（電源脱落時）対応調整力としてEPPS動作期待分の考慮
※2 市場外調整力（自然体余力）の控除（順次開始）
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出所）第54回需給調整市場検討小委員会（2025年3月4日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/54.html

（参考） 2024年度の取引実績について

◼ 2024年度の取引実績としては、年度開始当初は全商品において募集量未達が発生したが、応札不足への対応
等を通じて、三次②を筆頭に改善傾向も見受けられるところであった。

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/54.html


36取引実績（一次）：概要

◼ 一次の取引としては、異常時（電源脱落時）対応調整力としてEPPS動作期待分の考慮（4月下旬～）や、
市場外調整力（自然体余力）の控除（6月中旬～）、揚水随契等を通じて、募集量が圧縮された影響に加え、
至近では応札量の増加も見受けられ、年度当初に比べると、不足率にも一定程度の改善が見られる状況。

◼ エリア別では、昨年度からの北海道エリアに引き続き、全体的に一定の不足率改善が見られるものの、東北・東京・
中部・九州エリアにおいては、依然として不足率が高い状況（次頁参照）。

【募集量、応札量、落札量（全国エリア）】 【不足量、不足率（全国エリア）】

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量、不足量は全8ブロック合計値
不足率＝不足量/募集量
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37（参考） 取引実績（一次）：エリア別

◼ 昨年度からの北海道エリアに引き続き、年初に比べると全エリアにおいて一定の不足率の改善が見られた。

◼ 東北・東京・中部・九州エリアにおいては、一定の改善は見られるものの、依然として不足率の高い状況であった。

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量は全8ブロック合計値
不足率＝不足量/募集量

＜北海道＞ ＜東北＞ ＜東京＞

＜中部＞ ＜北陸＞ ＜関西＞

＜中国＞ ＜四国＞ ＜九州＞
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38取引実績（二次①）：概要

◼ 二次①の取引としては、異常時（電源脱落時）対応調整力としてEPPS動作期待分の考慮（4月下旬～）や、
市場外調整力（自然体余力）の控除（6月中旬～）、揚水随契等を通じて、募集量が圧縮された影響もあり、
全国大で見ると年度当初に比べ、不足率にも一定程度の改善が見られる状況※。

◼ エリア別では、昨年度からの北海道・北陸・中国・九州エリアに加えて、残りのエリアにおいても一定の不足率改善が
見られるが、東北・中部エリアにおいては、依然として不足率がやや高めの状況（次頁参照）。

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量、不足量は全8ブロック合計値
不足率＝不足量/募集量

【募集量、応札量、落札量（全国エリア）】 【不足量、不足率（全国エリア）】

※ 二次①はエリアを跨いだ広域調達を実施していないことには留意が必要
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39（参考） 取引実績（二次①）：エリア別

◼ 昨年度からの北海道・北陸・中国・九州エリアに加えて、残りのエリアにおいても、一定の不足率改善が見られるが、
東北・中部エリアにおいては、依然として不足率がやや高めの状況。

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量は全8ブロック合計値
不足率＝不足量/募集量

＜北海道＞ ＜東北＞ ＜東京＞

＜中部＞ ＜北陸＞ ＜関西＞

＜中国＞ ＜四国＞ ＜九州＞
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40取引実績（二次②）：概要

◼ 二次②の取引としては、昨年度においても不足率は10%程度と他の週間商品に比べると調達率が高かったところ、
今年度は一時的に上昇した期間もあるが、市場外調整力（自然体余力）の控除（6月中旬～）や揚水随契等
の影響もあり、昨年度同様に比較的高い調達率であった。

◼ エリア別では、全エリアにおいて概ね募集量を充足させることができている一方で、中部エリアや北海道エリアにおいて
は不足率が高めに推移している日も散見される状況（次頁参照）。

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量、不足量は全8ブロック合計値
不足率＝不足量/募集量

【募集量、応札量、落札量（全国エリア）】 【不足量、不足率（全国エリア）】
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41（参考） 取引実績（二次②）：エリア別

◼ 全体的には概ね募集量を充足させることができている状況ではあった。

◼ 一方で、中部エリアや北海道エリアにおいては、不足率が高めに推移している日も散見される状況であった。

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量は全8ブロック合計値
不足率＝不足量/募集量

＜北海道＞ ＜東北＞ ＜東京＞

＜中部＞ ＜北陸＞ ＜関西＞

＜中国＞ ＜四国＞ ＜九州＞
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42取引実績（三次①）：概要

◼ 三次①の取引としては、異常時（電源脱落時）対応調整力としてEPPS動作期待分の考慮（4月下旬～）や、
市場外調整力（自然体余力）の控除（6月中旬～）、揚水随契等を通じて、募集量が圧縮された影響もあり、
全国大で見ると年度当初に比べ、不足率にも改善が見られる。

◼ エリア別では、多くのエリアで不足率の改善が見られ、募集量を充足できている一方で、中部エリアや北海道エリアに
おいては不足率が高めに推移している日も散見される状況（次頁参照）。

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量、不足量は全8ブロック合計値
不足率＝不足量/募集量

【募集量、応札量、落札量（全国エリア）】 【不足量、不足率（全国エリア）】
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43（参考） 取引実績（三次①）：エリア別
出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成

募集量、応札量、落札量は全8ブロック合計値
不足率＝不足量/募集量

◼ 昨年度に引き続き、多くのエリアで不足率の改善が見られ、募集量を充足できているエリアも見られるところ。

◼ 一方で、中部エリアや北海道エリアにおいては、不足率が高めに推移している日も散見される状況であった。
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44取引実績（複合商品）：概要

◼ 複合商品の取引としては、異常時（電源脱落時）対応調整力としてEPPS動作期待分考慮（4月下旬～）や、
市場外調整力（自然体余力）の控除（6月中旬～）、揚水随契等を通じて、募集量が圧縮された影響もあり、
全国大で見ると年度当初に比べ、不足率にも改善が見られる。

◼ エリア別では、多くのエリアで不足率の改善傾向が見られる中、中部エリアにおいては、不足率が高めに推移している
日も散見される状況（次頁参照）。

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量、不足量は全8ブロック合計値
不足率＝不足量/募集量

【募集量、応札量、落札量（全国エリア）】 【不足量、不足率（全国エリア）】
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45（参考） 取引実績（複合商品）：エリア別

◼ 昨年度に引き続き、多くのエリアで不足率の改善傾向が見られた一方で、中部エリアにおいては不足率が高めに推移
している日も散見され、依然としてやや高めの状況。

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量は全8ブロック合計値
不足率＝不足量/募集量

＜北海道＞ ＜東北＞ ＜東京＞

＜中部＞ ＜北陸＞ ＜関西＞

＜中国＞ ＜四国＞ ＜九州＞
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46取引実績（三次②）：概要

◼ 前日商品である三次②の取引としては、昨年度実施した募集量削減係数や、まずもっての市場調達量を従来の
3σから1σとする効率的な調達の導入等による募集量削減施策に加え、今年度より取引単位時間が3時間ブロック
（6コマ）から30分コマ単位となり、募集量適正化（必要量低減効果）に加えて、応札量増加効果の影響もあり、
高い調達率を維持している。

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量、不足量は全48コマの合計値
不足率＝不足量/募集量

【募集量、応札量、落札量（全国エリア）】 【不足量、不足率（全国エリア）】
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47（参考） 取引実績（三次②）：エリア別

◼ 日によっては不足が発生する日もあるものの、全エリアにおいて、概ね募集量を充足させることができている状況。

◼ 北陸エリアにおいては至近では不足率が高めに推移している日も散見される状況。

出所）電力需給調整力取引所HPの速報値をもとに広域機関にて作成
募集量、応札量、落札量は全48コマの合計値
不足率＝不足量/募集量

＜北海道＞ ＜東北＞ ＜東京＞

＜中部＞ ＜北陸＞ ＜関西＞

＜中国＞ ＜四国＞ ＜九州＞
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1. 2025年度の検討状況

2. 2025年度の取引実績

3. 2026年度以降の検討すべき課題の整理

（参考）需給調整市場に関する審議会動向（課題検討状況）

（参考）要件変更等のスケジュール
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」

需給調整市場における課題一覧 【2026年度予定】

◼ 2026年度においては現週間商品の前日取引化や30分取引化といった応札量増加に資する施策が開始される。

◼ また、第110回TF（2026年1月23日）等にて、応札未達と調整力調達コスト高騰を防ぐ観点より現週間商品に
おける市場募集量の上限設定（1σ統一）と上限価格の引き締め※1（15円/ΔkW・30分）が示されたところ※2。

◼ これら施策開始後の市場取引状況を踏まえつつ、必要に応じて事業者へのヒアリング等を実施し、国とも連携しなが
ら必要となる追加施策を検討していくこととしたい。

◼ また、2027年度の二次①広域調達に向けたフォローや、三次②必要量の新手法（信頼度階級予測と信頼区間
幅予測の組合せ手法）の検証に加え、変動性再エネの活用等の将来的な課題検討も順次進めていくこととしたい。

商品 No 課題 詳細

一次 1-1 広域調達 2027年度（二次①広域調達開始）以降の広域調達の在り方

二次① 2-1 広域調達 2027年度からの広域調達の検討

二次②

三次①

三次② 5-1 必要量 2026年度事後検証・2027年度事前評価および必要量低減の取り組み

複合商品 6-1 一次アセスメント 一次のみのアセスメント方法の検討

共通
7-1
7-2

専用線
再エネ活用

低コスト方式の拡大
将来の変動性再エネの調整機能の活用方法

応札不足
8-1
8-2
8-3

揚水発電
制度的措置
市場外調整力

揚水発電所の市場活用における課題整理（揚水公募等）
制度的措置に係る残論点の整理
市場外調整力の実態調査および募集量からの控除検討

※2 2026年度開始以降の市場状況によって緩和あるいは更なる引き締めを行う方向。

※1 一次・二次①・複合商品における上限価格の引き下げ。



50需給調整市場における課題の検討スケジュール（2026年度以降）

年度 2026 2027 2028 以降

広域運用 二次①開始（＝全商品）

広域調達 （二次①を除く全商品） 二次①（2027年度）

市場取引 全商品：前日取引化 同時市場/次期中給運開

商品 No 課題

二次① 2-1 広域調達

三次② 5-1 必要量

【2027年度に向けた課題】

商品 No 課題

一次 1-1 広域調達

複合 6-1 一次アセスメント

共通 7-1
7-2

専用線
再エネ活用

【2028年度以降に向けた課題】

※詳細な検討期限なし

（課題No）
関係個所での
準備期間

小委における
検討期限

＜凡例＞

※ 検討状況によっては2027年度以降も継続

2-1、5-1

商品 No 課題

応札不足 8-1
8-2
8-3

揚水発電
制度的措置
市場外調整力

【応札不足対応】

※ 市場状況に応じて対応可否を検討



51論点整理 [一次]

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

1-1

1ルート連系
エリアにおける
広域調達可否
と開始時期

✓ 交流連系されている
エリアにおいて広域
調達を実施

✓ 将来的にはΔkW
マージンを廃止する
方向

✓ 取引実績（広域調達実績）を踏まえた
一次ΔkWマージンの廃止時期の検討

赤字：今回追加
青字：検討再開条件



52論点整理 [二次①]

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

2-1
2027年度から
の広域調達に向
けた検討

✓ まずは広域運用がで
きることを確認した上
で広域調達を実施

✓ 取引実績を踏まえた広域調達の在り方

赤字：今回追加
青字：検討再開条件



53論点整理 [二次②、三次①]

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

赤字：今回追加
青字：検討再開条件



54論点整理 [三次②]

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

5-1

2026年度事後
検証・2027年
度事前評価およ
び必要量低減
の取り組み

✓ アンサンブル予測
✓ 効率的な調達
✓ 30分化取引化

✓ 更なる気象精度向上の取り組み

✓ 更なる必要量低減の取り組み
（信頼区間幅を活用した手法の検討）

赤字：今回追加
青字：検討再開条件



55論点整理 [複合商品]

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

6-1
一次のみの
アセスメント方法
の検討

✓ 一次を含めて許容
範囲を設定

✓ 複合された応動から一次の応動のみを切り
出したアセスメントの方法

赤字：今回追加
青字：検討再開条件



56論点整理 [共通]

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

7-1
低コスト方式の
専用線の拡大
可否

✓ 10MW未満かつ上位
2電圧以外は電柱方
式可

✓ 電柱方式の拡大

7-2
将来の変動性
再エネ調整機能
の活用方法

✓ 変動性再エネの調整
機能の活用を目指す

✓ 対象は市場連動型の
FIP電源

✓ 技術面の課題

✓ 制度面の課題（市場への応札）

赤字：今回追加
青字：検討再開条件



57論点整理 [応札不足]

課題 これまでの整理事項 小委における論点 小委での議論における方向性

8-1
揚水発電所の
市場活用におけ
る課題整理

✓ 揚水公募量の控除
方法やポンプアップ
原資の確保方法の
対応案の整理

✓ 契約価格の在り方

✓ 池全体の水位管理の在り方

✓ 揚水随契の取扱い

8-2
制度的措置に
係る残論点の
整理

✓ 制度的措置に関す
る基本的な考え方
や個別論点を整理
（技術面の検討）

✓ 2026年4月からの
導入は見送る方向
【第103回TF】

✓ 誘導的措置の検討漏れ確認

✓ 将来シナリオ想定

✓ システム改修等費用の回収可否

✓ 今後の市場状況等により導入検討再開
【第103回TF】

8-3

市場外調整力
の実態調査およ
び募集量からの
控除検討

✓ 需給調整市場非参
入電源の自然体余
力（領域②）は、
現状、大宗のエリア
でほぼゼロ

✓ 需給調整市場参入電源における余力

✓ 控除できる蓋然性

✓ 自然体余力（領域①②）を分析

✓ 取引状況に応じて再度検討
（控除量・控除期限等）

赤字：今回追加
青字：検討再開条件
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592025年度の需給調整市場の審議会動向① ～制度的措置の導入要否について～

◼ 2024年度より国と広域機関で連携し、検討してきた制度的措置（制度的な供出義務化）に関しては、第103回
TF（2025年5月28日）にて、市場での調達割合を増やすという方向性は合理的とされつつ、現環境下における
事業者の負担等を踏まえて、2026年4月からの導入は一旦見送る方向※と整理された。

◼ 他方で、将来的な同時市場の導入に向け、実務的な課題を洗い出す観点等を踏まえ、同時市場の開始以前の
時点で全電源の市場応札を求めていく方向性も示された。

出所）第103回制度検討作業部会（2025年5月28日）資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/103_04_00.pdf

※ただし、今後の市場状況等によっては導入検討を再開する方向

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/103_04_00.pdf


60（参考） 制度的措置に係る基本的な考え方について

出所）第53回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/53.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/53.html


612025年度の需給調整市場の審議会動向② ～EPPS動作期待分の控除について～

◼ 昨年度の本小委員会において、異常時対応調整力の必要量として、EPPS※動作分を考慮するにあたって、EPPS
の動作仕様（健全側の周波数によっては動作しない）と昨今の周波数滞在率の悪化を踏まえると、必ずしもEPPS
が確実に動作するとも言えないことから、安定供給面にも考慮しながら検討を進めることとしていた。

◼ この点、第6回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年3月14日）において、健全側への影響を
確認した上で、EPPSの動作確実性を高めるよう整定変更を行うこととなったことを受け、第55回本小委員会
（2025年4月15日）において、準備が整ったエリアより、異常時対応調整力の必要量からEPPSの動作期待分を
控除する運用を開始することと整理した。

※50Hz/60Hzの周波数変換装置に具備される周波数低下時に健全側エリアから 故障側エリアへ瞬時に電力融通を行う機能

出所）第55回需給調整市場検討小委員会（2025年4月15日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/55.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/55.html


62

◼ 準備が整ったエリアから対象となる複合・一次・二次①・三次①の調整力必要量を更新（4/26実需給分から）

出所）2025年4月18日 電力需給調整力取引所 お知らせ
https://www.eprx.or.jp/j_information/cat/

（参考） EPPS動作期待分の控除開始（異常時調整力必要量からの控除）

https://www.eprx.or.jp/j_information/cat/


632025年度の需給調整市場の審議会動向③ ～市場外調整力の控除について～

◼ 第55回・第56回本小委員会（2025年4月15日・6月3日）において、火力発電、揚水発電を対象にGC時点
で蓋然性高く存在する自然体余力に関して、その要因調査ならびに控除可否検討を行い、準備が整ったエリアから
市場外調整力の控除する運用を開始することと整理した。

◼ なお、2026年度からの全商品前日取引化による影響を踏まえ、本控除期間としては、まずは2025年度限定とし
控除する方向で整理したところ。（契約要因もこれらの影響を受けるため一旦は同様の整理）

出所）第56回需給調整市場検討小委員会（2025年6月3日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/56.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/56.html


64

◼ 準備が整ったエリアから調整力必要量を更新（6/14実需給分から）

出所）2025年6月6日 電力需給調整力取引所 お知らせ
https://www.eprx.or.jp/j_information/cat/

（参考） 市場外調整力（自然体余力）の控除開始

https://www.eprx.or.jp/j_information/cat/


652025年度の需給調整市場の審議会動向④ ～揚水発電の随意契約について～

◼ 揚水発電の随意契約に関しては、昨年度、応札不足や価格高騰状況等を理由に、中部電力PGより提案があり、
電源等の参加機会の公平性、コストの適切性・透明性の観点を踏まえて、制度設計専門会合（現：制度設計・
監視専門会合）で議論され、昨年度（7/20実需給分）より中部エリアにて、揚水発電機を用いた随意契約を基
にした週間市場商品の募集量控除※を行うこととなった。

◼ その後、第7回制度設計・監視専門会合（2025年3月31日）にて、中部エリアに引き続き、東北エリアにおいても
同様の観点を踏まえて、随意契約が認められ、更に第10回制度設計・監視専門会合（2025年6月27日）では、
北海道エリア・関西エリア、第12回制度設計・監視専門会合（2025年8月29日）では、東京エリアの随意契約
が認められた。

※具体的な募集量削減方法についてはTF、本小委員会で議論

出所）第98回制度設計専門会合（2024年6月25日）資料5
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/098_05_00.pdf

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/098_05_00.pdf


66

◼ 先行して2024年度より揚水随契を実施していた中部エリアについては運用実績や提供事業者との精算額について
事後確認が実施されたが、特段問題となる点はないと評された。

（参考） 揚水発電の随意契約状況について （１／２）

出所）第10回制度設計・監視専門会合（2025年6月27日）資料5
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/010_05_00.pdf

出所）第7回制度設計・監視専門会合（2025年3月31日）資料4
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/007_04_00.pdf

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/010_05_00.pdf
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/007_04_00.pdf


67（参考） 揚水発電の随意契約状況について （２／２）

出所）第12回制度設計・監視専門会合（2025年8月29日）資料3
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/012_03_00.pdf

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/012_03_00.pdf


68（参考） 揚水発電の随意契約による運用状況等について

◼ 来年度以降の揚水随契の方向性に関して、第17回制度設計・監視専門会合（2026年1月30日）において、
まずもって2025年度に揚水随契を実施している一般送配電事業者（5社）より運用状況等の報告がなされた。

◼ その後、第18回制度設計・監視専門会合（2026年2月20日）において、調整力提供事業者の意見を聞く場が
設けられ、今後、これらの議論結果を踏まえ、来年度の揚水随契の方向性が決定される。

出所）第18回制度設計・監視専門会合（2026年2月20日）資料4
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/018_04_00.pdf

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/018_04_00.pdf


692025年度の需給調整市場の審議会動向⑤-1 ～週間商品の調達コスト削減～

◼ 第103回TF（2025年5月28日）にて、週間商品の調達方針についても今後、引き続き見直し検討が必要であ
るとされ、「更なる募集量削減」や「上限価格の見直し」が一案として提案されたところ。

◼ その後、第105回TF（2025年6月25日）において、足元で開始された市場外調整力（自然体余力）による
募集量の控除や揚水発電の随意契約による募集量控除等の効果を注視しながら、状況に応じて週間商品の調達
コスト削減策として、更なる募集量削減や上限価格の見直しについて検討を行う方向性が示された。

出所）第103回制度検討作業部会（2025年5月28日）資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/103_04_00.pdf

出所）第105回制度検討作業部会（2025年6月25日）資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/105_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/103_04_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/105_03_00.pdf


70（参考） 市場の課題に対する「応急対策」の基本的な考え方

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/47.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/47.html


71

◼ 第103回TF（2025年5月28日）において、今後の調整力調達に関しては、将来的には同時市場の導入検討を
必要としつつ、足元での調整力調達としては、調整力コストの最小化も踏まえて、当面の間は需給調整市場以外で
の調整力調達手段（余力活用電源・揚水等随意契約）を併用していく方向性が示された。

出所）第103回制度検討作業部会（2025年5月28日）資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/103_04_00.pdf

（参考） 当面の調整力調達の方向性について

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/103_04_00.pdf


722025年度の需給調整市場の審議会動向⑤-2 ～週間商品の調達コスト削減～

◼ 第108回・第109回TF（2025年10月29日・12月12日）において、週間商品の調達コスト削減対応についての
議論がなされ、第110回TF（2026年1月23日）にて、以下のとおり、2026年度以降の需給調整市場における
まずもっての方向性が示され、2026年度以降の市場状況によって緩和あるいは更なる引き締めを行うこととされた。

✓ 募集量 ：市場での調達上限を1σ相当値とする（1σ相当値に統一）

✓ 上限価格：15円／ΔkW・30分に引き下げる※（現在：19.51円／ΔkW・30分）

出所）第110回制度検討作業部会（2026年1月23日）資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/110_04_00.pdf

※ 一次・二次①・複合商品における上限価格の引き下げ。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/110_04_00.pdf


73（参考） 前日取引化以降の市場募集量の議論状況（TFでの議論状況）

◼ 2025年度現在、調整力の効率的な調達により市場での募集量を1σとしていた複合商品（＋二次②、三次①）
に関しては、2026年度の前日取引化以降においても、引き続き市場での募集量を1σとする方向性（現状同様）
が示されていたところ。

出所）第109回制度検討作業部会（2025年12月12日）資料6
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/109_06_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/109_06_00.pdf


74（参考） 前日取引化以降の調整力必要量の確保方法について

◼ 第110回TF（2026年1月23日）等で示された「一次～三次①・複合商品の市場での調達上限を1σ相当値」
への統一を適用した場合における、全商品の前日取引化が開始される2026年度からの調整力必要量の考え方と
確保箇所は下表のようになる。

※2 市場での調達不足分は余力での確保量に増分される。

翌々日計画の広域予備率が閾値以上※1 翌々日計画の広域予備率が閾値未満※1

必要量 必要量市場での調達量
（=必要量）

余力での確保量※2 市場での調達量
（=必要量）

余力での確保量※2

一次 3σ 1σ 3σ-1σ 3σ 1σ 3σ-1σ

二次① 3σ 1σ 3σ-1σ 3σ 1σ 3σ-1σ

二次② 1σ 1σ ー 3σ 1σ 3σ-1σ

三次① 1σ 1σ ー 3σ 1σ 3σ-1σ

複合 1σ 1σ ー 3σ 1σ 3σ-1σ

三次② 複合1σ控除 募集量削減係数により配分 複合3σ控除 募集量削減係数により配分

＜2026年度からの調整力必要量の考え方と確保箇所＞

※1 2026年度以降の閾値は広域予備率10%とする。
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762026年度以降の商品区分・要件について

◼ 2026年以降の商品区分および要件は下表のとおり。

一次調整力 二次調整力① 二次調整力② 三次調整力① 三次調整力②

英呼称
Frequency Containment

Reserve
(FCR)

Synchronized Frequency 
Restoration Reserve

(S-FRR)

Frequency Restoration
Reserve
(FRR)

Replacement
Reserve

(RR)

Replacement
Reserve-for FIT

(RR-FIT)

指令・制御 オフライン（自端制御） オンライン（LFC信号） オンライン(EDC信号) オンライン(EDC信号) オンライン

監視
オンライン

（一部オフラインも可※1）
オンライン オンライン オンライン オンライン

回線 専用線のみ
（オフライン監視の場合は不要）

専用線のみ
専用線 または
（簡易指令システム）

専用線 または
簡易指令システム

専用線 または
簡易指令システム

入札時間単位 30分※3 30分※3 30分※3 30分※3 30分

応動時間 10秒以内※4 5分以内 5分以内 15分以内 60分以内

継続時間 5分以上※4 30分※3 30分※3 30分※3 30分

並列要否 必須 必須 任意 任意 任意

指令間隔 －（自端制御） 0.5～数十秒
専用線：数秒～数分
（簡易指令システム：５分）

専用線：数秒～数分
簡易指令システム：５分

30分

監視間隔 1～数秒※1 1～5秒程度
専用線：1～5秒程度
（簡易指令システム：1分）

専用線：1～5秒程度
簡易指令システム：1分

1～30分※5

供出可能量
(入札量上限)

10秒以内に出力変化可能な量
（機器性能上のGF幅を上限）

5分以内に出力変化可能な量
（機器性能上のLFC幅を上限）

5分以内に出力変化可能な量
(オンラインで調整可能な幅を上限)

15分以内に出力変化可能な量
(オンラインで調整可能な幅を上限)

60分以内に出力変化可能な量
(オンラインで調整可能な幅を上限)

最低入札量 1MW 1MW 1MW 1MW １MW

刻み幅
（入札単位）

1kW 1kW 1kW 1kW 1kW

上げ下げ区分 上げ／下げ※2 上げ／下げ※2 上げ／下げ※2 上げ／下げ※2 上げ／下げ※2

※1 事後に数値データを提供する必要有り
※2 現行は上げ区分のみ調達
※3 入札時間単位「30分」、継続時間「30分」に変更（2026年度より適用）
※4 オフライン監視の場合、応動時間「30秒以内」、継続時間「設定なし」
※5 30分を最大として、事業者が収集している周期と合わせることも許容



77需給調整市場において予定されている要件変更とスケジュール（一次）

◼ 今後、システム改修等を踏まえて要件等の変更を予定している点は以下のとおりです。
（青字：変更予定箇所、赤字：審議された需給調整市場検討小委員会の回数と資料番号）

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 時期未定※1

回線 ー
専用線

（監視がオフラインの
場合は不要）

専用線
（監視がオフラインの

場合は不要）

専用線
（監視がオフラインの

場合は不要）

同左

商品ブロック ー 3時間 3時間
30分

応動時間 ー 10秒以内

10秒以内
（監視がオフラインの
場合は30秒以内）

10秒以内
（監視がオフラインの
場合は30秒以内）

継続時間 ー 5分以上

5分以上
（監視がオフラインの

場合はなし）

5分以上
（監視がオフラインの

場合はなし）

指令間隔 ー
ー

（自端制御）
ー

（自端制御）
ー

（自端制御）

最低入札量 ー １MW １MW １MW

アグリゲーション
（専用線）

ー ネガ/ポジ/ネガポジ※2 ネガ/ポジ/ネガポジ※2 ネガ/ポジ/ネガポジ※2

アグリゲーション
（簡易指令）

ー ー ー

37回資料2

37回資料5

42回資料3

42回資料3

※1 変更の方針が決まっているもののみ記載しており、適用時期が決まり次第、需給調整市場検討小委員会等で公表
※2 ポジ・ネガポジ型は、単体では最低入札量に満たないリソースをアグリゲートして市場に参入する場合のみ



78需給調整市場において予定されている要件変更とスケジュール（二次①）

◼ 今後、システム改修等を踏まえて要件等の変更を予定している点は以下のとおりです。
（青字：変更予定箇所、赤字：審議された需給調整市場検討小委員会の回数と資料番号）

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 時期未定※1

回線 ー 専用線

同左

専用線

同左

商品ブロック ー 3時間
30分

応動時間 ー 5分以内 5分以内

継続時間 ー 30分以上
30分

指令間隔 ー
0.5～数十秒

（エリア毎に異なる）
0.5～数十秒

（エリア毎に異なる）

1秒
（全エリア統一)※2

最低入札量 ー １MW １MW

アグリゲーション
（専用線）

ー ネガ/ポジ/ネガポジ※3 ネガ/ポジ/ネガポジ※3

アグリゲーション
（簡易指令）

ー ー ー

※1 変更の方針が決まっているもののみ記載しており、適用時期が決まり次第、需給調整市場検討小委員会等で公表
※2 中給システムのリプレースに合わせた抜本改修後
※3 ポジ・ネガポジ型は、単体では最低入札量に満たないリソースをアグリゲートして市場に参入する場合のみ

31回資料3

37回資料5

37回資料2

37回資料2



79需給調整市場において予定されている要件変更とスケジュール（二次②）

◼ 今後、システム改修等を踏まえて要件等の変更を予定している点は以下のとおりです。
（青字：変更予定箇所、赤字：審議された需給調整市場検討小委員会の回数と資料番号）

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 時期未定※1

回線 ー
専用線または

簡易指令システム

同左

専用線または
簡易指令システム

同左

商品ブロック ー 3時間
30分

応動時間 ー 5分以内 5分以内

継続時間 ー 30分以上
30分

指令間隔 ー
数秒～数分

（エリア毎に異なる）
簡易指令：5分

数秒～数分
（エリア毎に異なる）

簡易指令：5分

専用線：5分
（全エリア統一)※2

最低入札量 ー １MW １MW

アグリゲーション
（専用線）

ー ー ー
ネガ/ポジ

/ネガポジ※3, 4

アグリゲーション
（簡易指令）

ー
ネガ/ポジ

/ネガポジ※4

ネガ/ポジ
/ネガポジ※4

※1 変更の方針が決まっているもののみ記載しており、適用時期が決まり次第、需給調整市場検討小委員会等で公表
※2 中給システムのリプレースに合わせた抜本改修後
※3 出力変化量による指令は、事業者からの申込み状況に応じた中給システム改修完了後に適用開始予定

実出力値による指令は、中給システムの抜本改修の際に、事業者ニーズを踏まえて検討（2027年度以降）
※4 ポジ・ネガポジ型は、単体では最低入札量に満たないリソースをアグリゲートして市場に参入する場合のみ

26回資料3

19回資料3

26回資料3

26回資料3

31回資料3

37回資料5

37回資料2

37回資料2



80需給調整市場において予定されている要件変更とスケジュール（三次①）

◼ 今後、システム改修等を踏まえて要件等の変更を予定している点は以下のとおりです。
（青字：変更予定箇所、赤字：審議された需給調整市場検討小委員会の回数と資料番号）

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 時期未定※1

回線
専用線 または

簡易指令システム
専用線 または

簡易指令システム

同左

専用線 または
簡易指令システム

同左

商品ブロック 3時間 3時間 30分

応動時間 15分以内 15分以内 15分以内

継続時間
商品ブロック時間

(3時間)
商品ブロック時間

(3時間)
30分

指令間隔

専用線：
数秒～数分

（エリア毎に異なる）
簡易指令：5分

専用線：
数秒～数分

（エリア毎に異なる）
簡易指令：5分

専用線：
数秒～数分

（エリア毎に異なる）
簡易指令：5分

専用線：5分
（全エリア統一)※2

簡易指令：5分

最低入札量
専用線 ５MW
簡易指令１ＭＷ

1MW １ＭＷ

アグリゲーション
（専用線）

ー ー ー
ネガ/ポジ

/ネガポジ※3, 4

アグリゲーション
（簡易指令）

ネガ ネガ/ポジ/ネガポジ※4 ネガ/ポジ/ネガポジ※4

※1 変更の方針が決まっているもののみ記載しており、適用時期が決まり次第、需給調整市場検討小委員会等で公表
※2 中給システムのリプレースに合わせた抜本改修後
※3 出力変化量による指令は、事業者からの申込み状況に応じた中給システム改修完了後に適用開始予定

実出力値による指令は、中給システムの抜本改修の際に、事業者ニーズを踏まえて検討（2027年度以降）
※4 ポジ・ネガポジ型は、単体では最低入札量に満たないリソースをアグリゲートして市場に参入する場合のみ

29回資料5

37回資料2

37回資料2

22回資料3

26回資料3

31回資料3

37回資料5



81需給調整市場において予定されている要件変更とスケジュール（三次②）

◼ 今後、システム改修等を踏まえて要件等の変更を予定している点は以下のとおりです。
（青字：変更予定箇所、赤字：審議された需給調整市場検討小委員会の回数と資料番号）

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 時期未定※1

回線
専用線 または

簡易指令システム
専用線 または

簡易指令システム
専用線 または

簡易指令システム

同左 同左

商品ブロック 3時間 3時間 30分

応動時間 45分以内 45分以内 60分以内

継続時間
商品ブロック時間

(3時間)
商品ブロック時間

(3時間)
30分

指令間隔 1~30分※2 1~30分※2 1~30分※2

最低入札量
専用線 ５MW
簡易指令１ＭＷ

1MW 1MW

アグリゲーション
（専用線）

ー ー ー
ネガ/ポジ

/ネガポジ※3, 4

アグリゲーション
（簡易指令）

ネガ/ポジ/ネガポジ※4 ネガ/ポジ/ネガポジ※4 ネガ/ポジ/ネガポジ※4

※1 変更の方針が決まっているもののみ記載しており、適用時期が決まり次第、需給調整市場検討小委員会等で公表
※2 30分を最大として、事業者が収集している周期と合わせることも許容
※3 出力変化量による指令は、事業者からの申込み状況に応じた中給システム改修完了後に適用開始予定

実出力値による指令は、中給システムの抜本改修の際に、事業者ニーズを踏まえて検討（2027年度以降）
※4 ポジ・ネガポジ型は、単体では最低入札量に満たないリソースをアグリゲートして市場に参入する場合のみ

26回資料4

26回資料4

26回資料4

26回資料3

22回資料3

37回資料5



82需給調整市場に参入が可能なリソースおよび応札形態（発電リソース）

◼ 主なリソースが需給調整市場に参入可能となる時期は以下のとおりです。
（赤字：審議された需給調整市場検討小委員会の回数と資料番号）

リソース・応札形態 商品 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 時期未定※1

発電リソース
（1MW※2以上）

単独で応札

三次②

同左 同左

三次①

二次② ー

二次① ー

一次 ー

発電リソース
（1MW※2未満）

アグリゲーションで応札

三次②

同左 同左

三次①

二次② ー

二次① ー

一次 ー

ネガ ポジ ネガポジ

参入可 参入不可

凡例

該当ケースなし

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

※3

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

※1 変更の方針が決まっているもののみ記載しており、適用時期が決まり次第、需給調整市場検討小委員会等で公表
※2 値は契約受電電力
※3 専用線での参入について、出力変化量による指令は、事業者からの申込み状況に応じた中給システム改修完了後に適用開始予定

実出力値による指令は、中給システムの抜本改修の際に、事業者ニーズを踏まえて検討（2027年度以降）

※専用線のみ

※専用線またはオフライン枠

※専用線のみ

※簡易指令のみ, ※3 ※簡易指令のみ, ※3

※簡易指令のみ, ※3

※専用線またはオフライン枠

22回資料3、
26回資料3 19回資料3、26回資料3



83需給調整市場に参入が可能なリソースおよび応札形態（ネガポジ型リソース）

◼ 主なリソースが需給調整市場に参入可能となる時期は以下のとおりです。
（赤字：審議された需給調整市場検討小委員会の回数と資料番号）

リソース・応札形態 商品 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 時期未定※1

ネガポジ型リソース
（1MW未満）

アグリゲーションで応札

三次②

同左 同左

三次①

二次②

二次①

一次

ネガポジ型リソース
（1MW以上）

単独で応札※3

三次②

同左 同左

三次①

二次②

二次①

一次

ネガ ポジ ネガポジ ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

※1 変更の方針が決まっているもののみ記載しており、適用時期が決まり次第、需給調整市場検討小委員会等で公表
※2 専用線での参入について、出力変化量による指令は、事業者からの申込み状況に応じた中給システム改修完了後に適用開始予定

実出力値による指令は、中給システムの抜本改修の際に、事業者ニーズを踏まえて検討（2027年度以降）
※3 ネガポジ型として応札可能な商品は、基本的にネガワット側とポジワット側でいずれも応動可能な商品とする。

ただし、ネガワット側またはポジワット側の片側で応動可能な商品がない場合は、もう片側が二次②から三次②に応動可能であれば、
ネガポジ型として二次②から三次②に応札可能とする。（片側が応動不可能な場合、一次、二次①への応札は不可）

※4 実出力指令によるネガポジへの参入は2023年度から可能。出力変化量指令によるネガポジへの参入は2024年度以降可能。

ネガ ポジ ネガポジ

参入可 参入不可

凡例

該当ケースなし

22回資料3
※簡易指令のみ※2

34回資料4

ネガ ポジ ネガポジ ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

※4

※簡易指令のみ, ※2 ※簡易指令のみ, ※2

※簡易指令のみ, ※2 ※簡易指令のみ, ※2

※専用線またはオフライン枠

※専用線のみ

※専用線またはオフライン枠

19回資料3、26回資料3
※専用線のみ



84需給調整市場に参入が可能なリソースおよび応札形態（需要リソース）

◼ 主なリソースが需給調整市場に参入可能となる時期は以下のとおりです。
（赤字：審議された需給調整市場検討小委員会の回数と資料番号）

リソース・応札形態 商品 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 時期未定※1

需要リソース

アグリゲーションで応札

三次②

同左 同左

三次①

二次② ー

二次① ー

一次 ー

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

※簡易指令のみ, ※2

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

ネガ ポジ ネガポジ

※1 変更の方針が決まっているもののみ記載しており、適用時期が決まり次第、需給調整市場検討小委員会等で公表
※2 専用線での参入について、出力変化量による指令は、事業者からの申込み状況に応じた中給システム改修完了後に適用開始予定

実出力値による指令は、中給システムの抜本改修の際に、事業者ニーズを踏まえて検討（2027年度以降）

※専用線のみ

ネガ ポジ ネガポジ

参入可 参入不可

凡例

該当ケースなし

※簡易指令のみ, ※2※簡易指令のみ, ※2

※簡易指令のみ, ※2※簡易指令のみ, ※2

※専用線またはオフライン枠

19回資料3、26回資料3


